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※制度の概要を説明するため、制度設計当初の国土交通省資料を使用します。
　そのため、データについては、古くなっている箇所がありますが、ご了承ください。



























































2．新たな住宅セーフティネット制度について
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この資料では、住宅セーフティネット制度の現在の状況や全国の取組状況についてご説明します。



③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援

② 登録住宅の改修・入居への経済的支援

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度

新たな住宅セーフティネット制度の概要

※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律
（平成29年4月26日公布 10月25日施行）
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【新たな住宅セーフティネット制度のイメージ】

国と地方公共団体等
による支援

① 登録制度② 経済的支援 ③ マッチング・入居支援
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施行状況 備考

住宅確保要配慮
者円滑入居賃貸
住宅の登録

５５，７０６戸
（４７都道府県）

北海道７５３戸、青森県３７９戸、岩手県４１９戸、宮城県１，２１３戸、秋田県１００戸、山形県３４３戸、
福島県８８８戸、茨城県３２戸、栃木県１８戸、群馬県１６０戸、埼玉県８１５戸、千葉県４９８戸、東京
都２，３５７戸、神奈川県２８９戸、新潟県２７戸、富山県６４２戸、石川県２７７戸、福井県３０戸、山
梨県３８６戸、長野県５４３戸、岐阜県２６４戸、静岡県５８３戸、愛知県１４，３５７戸、三重県４０２戸、
滋賀県２００戸、京都府１７戸、大阪府１４，４６７戸、兵庫県１１，４７２戸、奈良県１７戸、和歌山県１
９５戸、鳥取県８２９戸、島根県１１戸、岡山県８７戸、広島県５２戸、山口県１３戸、徳島県１０２戸、
香川県１２７戸、愛媛県１５戸、高知県１１戸、福岡県１，７３７戸、佐賀県１６戸、長崎県６２戸、熊本
県４０戸、大分県３４４戸、宮崎県７戸、鹿児島県１０６、沖縄県４戸

居住支援法人
の指定

３１４者
（４６都道府県）

北海道１６者、青森県２者、秋田県１者、岩手県３者、宮城県５者、山形県１者、福島県５者、茨
城県３者、栃木県２者、群馬県２者、埼玉県７者、千葉県１３者、東京都３０者、神奈川県１４者、
新潟県２者、富山県１者、石川県４者、福井県４者、山梨県３者、長野県１者、岐阜県４者、静岡
県４者、愛知県２２者、三重県３者、滋賀県４者、京都府６者、大阪府５０者、兵庫県９者、奈良
県５者、和歌山県６者、鳥取県２者、岡山県７者、広島県３者、山口県４者、徳島県１者、香川県
３者、愛媛県７者、高知県３者、福岡県２３者、佐賀県３者、長崎県３者、熊本県１４者、大分県４
者、宮崎県１者、鹿児島県２者、沖縄県２者
※島根県：０者

居住支援協議会
の設立

９８協議会

４７都道府県
５０市区町（北海道札幌市、旭川市、本別町、横手市、鶴岡市、さいたま市、千葉市、船橋市、千代田区、新
宿区、文京区、台東区、江東区、品川区、大田区、世田谷区、杉並区、豊島区、北区、板橋区、練馬区、葛飾
区、江戸川区、八王子市、調布市、町田市、日野市、狛江市、多摩市、横浜市、鎌倉市、川崎市、名古屋市、
岡崎市、岐阜市、京都市、宇治市、豊中市、岸和田市、神戸市、宝塚市、姫路市、広島市、徳島県東みよし
町、東温市、北九州市、福岡市、大牟田市、うきは市、熊本市）

供給促進計画
の策定

３４都道府県 １４市町

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、大阪府、兵庫県、
和歌山県、鳥取県、徳島県、香川県、愛媛県、福岡県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島
県、沖縄県、旭川市、盛岡市、千葉市、西東京市、横浜市、川崎市、相模原市、岡崎市、加古川市、
倉敷市、福岡市、熊本市、大分市、栃木県茂木町

新たな住宅セーフティネット制度の施行状況（R2.6.30時点）
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律
（平成29年4月26日公布 10月25日施行）

【新たな住宅セーフティネット制度の施行状況】

※受付・審査中の23,458戸
を合わせると79,164戸

※家賃債務保証業者の登録：７２者
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セーフティネット住宅の登録戸数の月別推移（H30.6～R2.6）※月末時点
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改正住宅セーフティネット法
の施行（H29.10.25）

①省令改正による登録手
続の簡素化（H30.7.10）

②手数料廃止等の要請
（H30.7～）

目標：17.5万戸
（R3.3）

③CSVデータによる一括申請の導
入（R1.5.16）

〇全ての都道府県で手数料廃止・
大幅減額（R1.6月議会）

⑥地方公共団体への直接訪問や全国説明会等（先進的な取組の横展開）、居住支援の推進

④業界団体連携による一括申請
（データ連携型）の導入（R2.3）

⑤一括申請に対応した一括審査
機能等の導入（R2.3）

○全ての政令市・中核市で手数料
廃止・大幅減額（R2.3月議会）

＜促進策：第１弾＞

＜促進策：第２弾＞

＜促進策：第３弾＞

＜継続的実施＞



■ 面積基準等の緩和の状況：11都府県・7市で緩和
タイプ【国の基準】 一般【住戸25㎡】 台所等一部共用【住戸18㎡】 共同居住型【1人専用居室9㎡、全体(15N＋10)㎡】

東京都

平成7年度以前に着工：15㎡以上

平成8～17年度に着工：17㎡以上

平成18年度以降に着工：20㎡以上

13㎡以上 1人専用居室面積：7㎡以上 住宅全体面積：(13×居住人数＋10)㎡以上

大阪府 18㎡以上 13㎡以上 1人専用居室面積：7.5㎡以上 住宅全体面積：(13.5×居住人数＋10)㎡以上

岐阜県 23㎡以上 16㎡以上 定員（ひとり親世帯の場合）：「各居室部分の床面積÷９㎡」人

福岡県、福岡市 平成17年度以前に着工：18㎡以上 平成17年度以前に着工：13㎡以上 平成17年度以前に着工：１人専用居室面積：7㎡以上、住宅全体面積：(13×居住人数＋10)㎡以上

愛知県、岡崎市 バリアフリー配慮に限り18㎡以上 － －

茨城県 18㎡以上 － －

横浜市

平成7年度以前に着工：16㎡以上

平成8～17年度に着工：18㎡以上

平成18年度以降に着工：20㎡以上

－
【既存】

1人専用居室：6㎡以上

住宅全体：（12×居住人数＋10）㎡以上

定員（ひとり親世帯の場合）：「各居室部分の床面積÷6㎡」人

共用設備の利用人数：生活パターンの異なる属性が混在するなど共用設備の利用上問題がないと認められる場合

【新築】 定員（ひとり親世帯の場合）：「各居室部分の床面積÷9㎡」人

鳥取県、香川県 平成18年3月以前着工：18㎡以上 － －

川崎市 20㎡以上 － －

長崎県 － － 1人専用居室面積：7㎡以上 住宅全体面積：(13×居住人数＋10)㎡以上

埼玉県
平成7年度以前に着工：16㎡以上

平成8～17年度に着工：18㎡以上
－ －

千葉県、千葉市 平成18年度以前に着工：18㎡以上 － －

熊本市 18㎡以上（生活保護世帯のみ拒まない場合は15㎡以上） 13㎡以上 専用居室面積：7㎡以上 住宅全体面積：(13×居住人数＋10)㎡以上

相模原市 16㎡以上 16㎡以上 1人専用居室面積：9㎡以上 住宅全体面積：(15×居住人数＋10)㎡以上

賃貸住宅供給促進計画による面積基準の緩和等の状況（R2.6.30時点）

■ 住宅確保要配慮者の追加の状況：32都道府県・13市町で追加 ※山梨県,三重県,大分市は追加なし
海外引揚 新婚 原爆被爆 戦傷病 児童養護施設 LGBT UIJ 要配慮者支援 その他（主なもの）

徳島県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 妊婦,炭鉱離職,離職退去,要介護要支援,被虐待
香川県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 妊婦,要介護要支援,被虐待

長崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 難病,要介護要支援
岩手県,宮城県,秋田県,茨城県,静岡県,和歌山県,愛媛県,宮崎
県,鹿児島県

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 妊婦

山形県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 若者
愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 失業者、一人親世帯、低額所得者の親族と生計を一にする学生

熊本県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 失業者、若年性認知症の者、三世代同居・近居世帯、仮設住宅入居中の熊本地震被災者

滋賀県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 指定難病患者,要介護要支援,妊婦,被災地からの避難者(発災後3年以内),犯罪をした者等
大分県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 留学生の生活を支援（同居・近居）する学生

群馬県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 失業者、低額所得者の親族と生計を一にする学生
千葉県、千葉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 更生保護対象者その他犯罪をした者等、令和元年房総半島台風等による被災者
北海道,福島県,埼玉県,東京都,神奈川県,新潟県,大阪府,福岡
県,旭川市,西東京市,横浜市,福岡市,岡崎市

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 一人親世帯

兵庫県、加古川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 被虐待,低額所得世帯の学生
川崎市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 指定難病・特定疾患患者、市が必要と認める者

鳥取県 ○ ○ ○ ○ ○ 起訴・執行猶予,罰金・科料
沖縄県 ○ ○ ○ ○ 身元引受人がいない世帯,ホームレス

青森県 ○ ○ ○
盛岡市 ○ ○ 妊婦

茂木町 ○※ ※新婚又は子育て（妊婦含む）の場合に限る

倉敷市 平成30年7月豪雨により被災した者

熊本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 妊婦、失業者、若年性認知症の者、三世代同居・近居世帯、
居住支援協議会等から居住支援を受ける者、仮設住宅入居中の激甚災害被災者

相模原市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 難病患者



平成30年7月10日付け省令改正による登録に係る手続き等の改善

■ 登録に係る手続き等の改善点

○ データ入力

○ 申請書の印刷

○ 添付図書の用意

○ 申請書等の提出

○ 地方公共団体の審査

登 録

○ 登録内容の変更

必須項目を極力削減し、以下の項目とする。
（25㎡以上の一般住宅で法人が申請者の場合）
○住宅の名称・所在地 ○構造 ○着工日又は竣工日
○住宅確保要配慮者の範囲 ○専用住宅か否か ○家賃・共益費・敷金
○床面積 ○便所・浴室・台所・収納の有無
○入居問合せ先の名称・連絡先 等

なお、申請者が初めて登録する際には、以下の項目の入力が必要
○法人の名称・所在地 ○法人の役員の氏名等

印刷を不要とする。

添付図書を極力削減し、以下を基本的な添付図書とする。
（25㎡の一般住宅で新耐震基準を満たす場合）
○面積と設備の概要が記載された間取図 ○暴力団員でないこと等の誓約書

申請書及び添付図書について、紙での提出は原則不要とし、電子データにより
システム上で地方公共団体に提出できることとする。

登録時と同様に、変更申請書を紙で提出することは原則不要とする。また、地
方公共団体が承認しなくても、システム上は変更内容がすぐに反映されるよう
にする。（地方公共団体の事後承認とする。）

省令改正及びそれに伴うシステム改修 システム改修
凡例

※付近見取図、配置図、各階平面図、建物の登記事項証明書、法人の登記事項証明書、
検査済証等を原則不要とする。

※管理委託先の名称・住所や最寄り駅からの所要時間等を任意入力項目とする。

※平成30年7月10日に省令を改正し、登録申請書の記載事項や添付書類等を大幅に簡素化。
（⇒これにより、地方公共団体の事務処理時間は従来の１/10以下となる想定）
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セーフティネット住宅の登録手数料の設定状況（R2/3/31時点）

登録を受け付ける都道府県の約６割が手数料を徴収していたが、手続きの簡素化により全ての
都道府県が手数料の廃止または大幅な減額（従来の1/10以下）を実施。

18

政令市・中核市

：2

：78

手数料減額

手数料なし

■ 全国における登録手数料の設定状況

【省令改正前（平成３０年６月）】 【省令改正後（令和２年３月議会後）】

23都道県19市が廃止
３県２市が大幅減額

* R２.4に新たに中核市となる２市を含む

*

都道府県

：3

：44

手数料減額

手数料なし



セーフティネット住宅情報提供システムの運用開始・改修

国では、セーフティネット住宅をWeb上で検索・閲覧・申請できるとともに、事業者に
よる登録申請や地方公共団体における登録事務などを支援するための「セーフティネッ
ト住宅情報提供システム」※を広く提供。（平成29年10月20日より運用開始）

※https://www.safetynet-jutaku.jp

（画面イメージ）

情報提供
システム

都
道
府
県
等

事業者

①セーフティネッ
ト住宅の登録
データの入力

②登録申請※

③登録手続き

④セーフティネット
住宅の検索・閲覧

要配慮者等

※平成30年７月10日のシステム改修により、システム上で申請ができるようにした。 20



登録住宅の改修・入居への経済的支援の状況

23

■令和２年度の補助事業実施見込み自治体
※R2.4に地方公共団体へアンケート調査（別途聞き取り調査等を含む）

都道
府県

政令市
中核市

改修
費

家賃
家賃
債務

保証料

北海道

札幌市 ◎
網走市 ◎ ◎

豊富町 ◎
音更町 ◎ ◎

岩手県
盛岡市 ◎

花巻市 ◎ ◎ ◎
一関市 ◎

宮城県 大崎市 ◎ ◎

山形県

（県） ○

山形市 ◎ ◎
鶴岡市 ◎ ◎ ◎
寒河江市 ◎

南陽市 ◎ ◎ ◎
大石田町 ◎
舟形町 ◎
白鷹町 ◎ ◎ ◎

福島県 石川町 ◎

栃木県
栃木市 ◎
茂木町 ◎

群馬県
前橋市 ◎
邑楽町 ◎

埼玉県 さいたま市 ◎

千葉県
千葉市 ◎

船橋市 ◎

東京都

（都） ○ ○ ○
墨田区 ◎ ◎

世田谷区 ◎
豊島区 ◎ ◎ ◎
練馬区 ◎ ◎

八王子市 ◎ ◎ ◎
府中市 ◎

都道
府県

政令市
中核市

改修
費

家賃
家賃
債務

保証料

神奈川県 横浜市 ◎ ◎
静岡県 長泉町 ◎

愛知県
名古屋市 ◎ ◎ ◎

岡崎市 ◎ ◎

京都府
京都市 ◎ ◎ ◎
宇治市 ◎

大阪府
（府） ○

豊中市 ◎

兵庫県

（県） ○ ○ ○
神戸市 ◎

姫路市 ◎
神河町 ◎

和歌山県 （県） ○
岡山県 倉敷市 ◎

鳥取県

（県） ○ ○ ○
鳥取市 ◎ ◎ ◎
倉吉市 ◎ ◎

南部町 ◎

徳島県
（県） ○ ◎/○
東みよし町 ◎

福岡県
（県） ○

福岡市 ◎ ◎ ◎
朝倉市 ◎

鹿児島県
（県） ○

薩摩川内市 ◎ ◎
徳之島町 ◎

沖縄県
那覇市 ◎
竹富町 ◎

◎：社総交又は公的賃貸住宅家賃対策
調整補助金による支援を実施

○：都府県単費による支援（市区町村
への補助）を実施

１．登録住宅の改修に対する支援措置
（補助を受けた住宅は専用住宅化）

２．低額所得者の入居負担軽減のための支援措置
（専用住宅として登録された住宅）

事業主体等 Ⅰ 大家等 Ⅱ 家賃債務保証会社等

補助対象
Ⅰ 家賃低廉化に要する費用 Ⅱ 入居時の家賃債務保証料

（国費上限２万円／月・戸） （国費上限３万円／戸）

補助率 国１／２ ＋ 地方１／２（地方が実施する場合の間接補助）

入居者要件等
入居者収入（月収15.8万円以下）及び補助期間（Ⅰは原則10年
以内等）について一定要件あり

事業主体等 大家等

補助対象工事

①共同居住用住居への用途変更・間取り変更、②バリアフ
リー改修(外構部分含む)、③防火・消火対策工事、④子育て
世帯対応改修、⑤耐震改修、⑥居住のために最低限必要と認
められた工事、⑦居住支援協議会等が必要と認める改修工事

補助率・補助
限度額

【補助金】：国１／３
（制度の立上り期、国の直接補助）

【交付金】：国１／３ ＋ 地方１／３
（地方公共団体が実施する場合の間接補助）

※国費限度額はいずれも50万円／戸
（①②③④⑤を実施する場合、補助限度額を50万円／戸加算）

入居者要件等 家賃水準について一定要件あり (特に補助金は公営住宅に準じた家賃)

その他 要配慮者専用住宅としての管理期間が10年以上であること

※「登録住宅」と「専用住宅」
・登録住宅：住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として登録した住宅
・専用住宅：登録住宅のうち住宅確保要配慮者専用住宅として登録した住宅

（複数の属性の住宅確保要配慮者を入居対象者として設定可能）

令和２年４月時点の調査では、セーフティネット
住宅の改修費が35団体、家賃低廉化等※が43団体
で補助事業を実施見込み。
※家賃低廉化37団体＋家賃債務保証料低廉化のみ実施6団体



不動産事業者が求める居住支援 （鹿児島県居住支援協議会）

世帯属性 入居制限の

状況

入居制限の理由

（複数回答）

必要な居住支援策（複数回答）
●第１位 ◎第２位 ○第３位

制限し
ている

条件付
きで制
限して
いる

第１位

（％）

第２位

（％）
死亡時の
残存家財
処理

見守りな
どの居住
支援

家賃債務
保証の情
報提供

入居トラブ
ルの相談
対応

入居を拒
まない物
件の情報
発信

契約手
続きの
サポート

高齢単身世帯 4％ 27％ 孤独死などの
不安（76％）

保証人がいな
い（35％）

●
（61％）

◎
（53％）

○
（36％）

高齢者のみ世帯 3％ 21％ 孤独死などの
不安（39％）

保証人がいな
い（33％）

◎
（40％）

●
（43％）

○
（33％）

障がい者のいる世帯 3％ 24％ 近隣住民との
協調性に不
安（36％）

衛生面や火
災等の不安
（35％）

●
（40％）

◎
（26％）

○
（25％）

ひとり親世帯 1％ 8％ 保証会社の
審査に通らな
い（40％）

家賃の支払い
に不安
（37％）

◎
（21％）

●
（36％）

○
（18％）

子育て世帯 1％ 6％ 保証会社の
審査に通らな
い（43％）

保証人がいな
い（35％）

○
（14％）

●
（33％）

◎
（24％）

低額所得世帯 5％ 26％ 家賃の支払
いに不安
（50％）

保証人がいな
い、保証会社
の審査に通ら
ない（37％）

●
（48％）

◎
（26％）

○
（20％）

外国人世帯 7％ 29％ 異なる習慣や
言語への不
安（66％）

近隣住民との
協調性に不安
（43％）

◎
（36％）

●
（48％）

○
（33％）

鹿児島県居住支援協議会平成29年度不動産事業者へのアンケート調査より



○ 住宅確保要配慮者・民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施

○ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るために、地方公共団体、
不動産関係団体、居住支援団体等が連携して、居住支援協議会※を設立

○ 住宅確保要配慮者・民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施

概要

居住支援協議会の概要

※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第51条第1項に基づく協議会

（１）設立状況 98協議会が設立（R2年5月29日時点）
○ 都道府県（全都道府県）
○ 区市町（51市区町）

北海道札幌市、旭川市、本別町、横手市、鶴岡市、さいたま市、千葉市、船
橋市、千代田区、新宿区、文京区、台東区、江東区、品川区、大田区、世田
谷区、杉並区、豊島区、北区、板橋区、練馬区、葛飾区、江戸川区、八王子
市、調布市、町田市、日野市、狛江市、多摩市、横浜市、鎌倉市、川崎市、
長野県小海町、岐阜市、名古屋市、岡崎市、京都市、宇治市、豊中市、岸和
田市、神戸市、宝塚市、姫路市、広島市、徳島県東みよし町、東温市、北九
州市、福岡市、大牟田市、うきは市、熊本市

（２）居住支援協議会による主な活動内容
・メンバー間の意見・情報交換
・要配慮者向けの民間賃貸住宅等の情報発信、紹介・斡旋
・住宅相談サービスの実施

（住宅相談会の開催、住宅相談員の配置等）
・家賃債務保証制度、安否確認サービス等の紹介
・賃貸人や要配慮者を対象とした講演会等の開催

（３）支援
居住支援協議会が行う住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅等

への入居の円滑化に関する取り組みを支援
〔R2年度予算〕

共生社会実現に向けた住宅セーフティネット機能強化・推進事業（10.5億円）
の内数

居住支援協議会

生活福祉・
就労支援協議会

地域住宅
協議会

(自立支援)
協議会

連
携

居住支援団体
居住支援法人

ＮＰＯ
社会福祉法人等

居住支援団体
居住支援法人

ＮＰＯ
社会福祉法人等

不動産関係団体
宅地建物取引業者
賃貸住宅管理業者

家主等

不動産関係団体
宅地建物取引業者
賃貸住宅管理業者

家主等

地方公共団体
（住宅・福祉部局）

都道府県・市町村

地方公共団体
（住宅・福祉部局）

都道府県・市町村

連携
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居住支援法人の取組事例

○社会福祉法人悠々会 （東京）
・要配慮者へのヒアリングにより、希望にあった物件を探し、
法人として一部屋ごとにサブリース契約を締結。入居後は
24時間見守りサービスや日常生活支援を実施

○ＮＰＯ法人 かながわ外国人すまいサポート

センター （神奈川）
・多言語コーディネータースタッフによる入居相談の受付

・多言語対応の住宅借り方マニュアル等のパンフレット作成

・物件説明や契約の際など必要に応じて通訳ボランティアを

派遣

○ＮＰＯ法人 リトルワンズ （東京）
・生活的基盤を安定するために必要な社会的スキルを身に
つける自立サポートを実施

・ＮＰＯと不動産事業者の連携によるひとり親向け専用のサ
イトを開設し、空き家・空き室とひとり親世帯をマッチング

・社会的・情報的孤立からの救済のため、イベントやセミナ
ーを開催

⑤要配慮者が希望する物件を法人とし
て借り上げ、居住支援を実施

③ひとり親子育て家庭に特化した伴走型
サポートを実施

④外国人に特化し、多言語による入居や
退去の相談・支援を実施

○ＮＰＯ法人 おかやま入居支援センター（岡山）
・障害者等の入居支援に向け、医療・福祉・法律・不動産等の専門
家が連携するネットワークを形成し、住宅の提供や個別状況に応
じた入居後のサポート

○ＮＰＯ法人 抱樸 （福岡）
・入居費・生活費の支援、最低限の家財確保等、賃貸住宅へ
入居するホームレスの自立支援を実施

①単身の低額所得高齢者に対し、経済
的困窮と社会的孤立の両面を支援

○熊本市社会福祉協議会 （熊本）
・賃貸借契約時に求められる保証を社協が行い、入居時から
退去時までの包括的かつ継続的な支援を実施

⑥住まいの確保と住まい方の包括支援を
社協として実施

②様々な個別ケースに対応するための
ネットワークを形成し、居住支援を実施

26



２ 栃木県の居住支援の取組について

栃木県住宅課



栃木県住生活支援協議会の取組

○行政（住宅部局、福祉部局）と不動産関係団体、福祉関係団体等で住生活支援協議会を平成26年７

月に設立

○要配慮者からの相談対応や高齢者を対象とした住まいや福祉に関する講習会の開催を行い、住宅

セーフティネット制度の周知や入居相談を行っている。

属性 主体

行政 県（住宅部局、福祉部局）
25市町

住宅・不動産関係団体 栃木県宅地建物取引業協会、全日本不動産協会、
栃木県建築士会、栃木県住宅供給公社、豊かな住
まいづくり協議会

士業団体 栃木県司法書士会、栃木県土地家屋調査士会

福祉支援団体 栃木県社会福祉協議会、栃木県国際交流協会

居住支援団体 移住・住みかえ支援機構

その他機関 とちぎボランティアNPOセンター、栃木労働局

【構成団体】



栃木県内のセーフティネット住宅の登録状況

○セーフティネット住宅の登録状況は、セーフティネット住宅情報提供システムで閲覧、検索できる。

○栃木県の登録戸数は、９２６戸であるが、登録のない市町もある。（令和２年10月末現在）

所在市町 SN住宅登録戸数

宇都宮市 13

足利市 110

栃木市 157

佐野市 120

小山市 80

大田原市 80

矢板市 81

上三川町 140

益子町 80

茂木町 5

芳賀町 60

合計 926戸



居住支援法人の取組

○賃貸住宅への入居に係る情報提供・相談、見守りなどの生活支援を行う法人を県が居住支援法人と

して指定

○各支援法人は、それぞれの実績を踏まえた得意な分野で取り組み、地域の中核となって活動してい

る。

【指定団体】

会社名 支援内容

栃木県指定第１号 ホームネット株式会社 入居相談
見守りサービス

栃木県指定第２号 一般社団法人家財整理相談窓口 入居相談
遺品整理・特殊清掃

栃木県指定第３号 企業組合労協センター事業団 入居相談
巡回相談・安否確認・生活相談サービス



今後の実施方針

（１）セーフティネット制度の普及・促進

県内全域にセーフティネット住宅を登録するため、講習会の開催やパンフレットの配布など賃

貸住宅のオーナーに向けた制度の周知を実施し、セーフティネット住宅の登録促進を図っていく。

（２）居住支援の拡充

住宅を提供する大家や不動産業者の様々な不安を解消するとともに、入居前や入居後の見守り

や相談対応などのさらなる居住支援の促進を図るため、居住支援法人の指定の促進を図っていく。

（３）市町との連携

大家や不動産業者が適切に制度を活用できるように、また、栃木市などで実施している経済的

支援を、ほかの市町にも展開するため、情報提供や指導助言などを行っていく。


